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① 土地改良事業における財産管理人制度の活用事例 （資料１）

② 事業に先立つ地区調査等の段階でのアンケート等による意向調査における同意率と、（資料２）

事業着手直前に行う土地改良法に基づく同意率を比較したデータ

③ 調査に着手したが、事業の着工に至らなかった件数（率）

国営農地再編整備事業において、平成22年度以降に「地区調査」に着手した地区は３地区（調査継続中

を除く。）で、うち着工した地区は３地区（着工率は100%）

④ 事業に係る調査の開始から同意徴集までの所要期間 （資料３）

⑤ 農地整備事業の同意率（前回提出のあった23年度以外のデータ） （資料４）

⑥ 事業実施に向けた関係権利者との調整の例 （資料５）



土地改良事業（農地整備事業）における財産管理人制度の活用事例 （聞き取り調査結果）

１．地区概要

（１）事業主体 国 県 県

（２）地区面積 ６２９ｈａ ４４ｈａ ５１ｈａ

（３）受益者数 １，４１２人 １５３人 １３８人

（４）同意率 ９７．８％（ 1,381 人 /1,412 人） ９７．３％(149 人 /153 人 ) ９７．１％ (134 人 /138 人 )

（５）工期 Ｈ１２～Ｈ２３ Ｈ２２～Ｈ２７ Ｈ１６～Ｈ２４

２．財産管理人

（１）種類 相続財産管理人 相続財産管理人 不在者財産管理人

（ ２ ） 活 用 す る に 事業実施中に相 続１名 （５ 事 業の ため調査を行ったと 集落が管理 する共 有田（登

至った経緯 筆 3,276 ㎡ )が発生し、相続放 ころ、２名（３筆（面積不明）） 記 簿 上 の 共 有 者 は 明 治 27 年

棄 されていること が判明 。財 の 土 地が 、相続放棄されてい の登記上 41 名、１筆 591 ㎡）

産 管理人制度を活 用する こと る こ とが 判明。財産管理人制 が 判明。財産 管理人 制度を活

とした。 度を活用することとした。 用することとした。

（３）申立日 Ｈ１９．４ Ｈ２３．７ Ｈ２４．４

（４）選任日 Ｈ１９．６ Ｈ２３．８ Ｈ２４．５

資料１



資料２

関係者数 同意者数 同意率 権利者数 同意者数 同意率

Ａ地区 813 801 98.5% 756 722 95.5%

Ｂ地区 1,397 1,390 99.5% 1,242 1,230 99.0%

Ｃ地区 164 164 100.0% 159 159 100.0%

Ｄ地区 194 194 100.0% 182 182 100.0%

Ｅ地区 142 142 100.0% 133 133 100.0%

Ｆ地区 30 30 100.0% 30 30 100.0%

Ｇ地区 125 125 100.0% 119 118 99.2%

Ｈ地区 141 141 100.0% 142 142 100.0%

Ｉ地区 95 95 100.0% 92 92 100.0%

Ｊ地区 115 115 100.0% 115 115 100.0%

平均 322 320 99.8% 297 292 99.4%

地区調査等における意向調査の同意率と土地改良法に基づく同意率

（平成22年度以降に着工した国営農地再編整備事業）

地区名
調査段階における同意状況 土地改良法に基づく同意状況



資料３

開始 終了 期間

Ａ地区 H17～21 H22 － H23.5.30 H23.8.10 72

Ｂ地区 H22～23 H24～25 － H26.4.14 H26.6.26 73

Ｃ地区 H6～8 H19～22 － H23.4.22 H23.5.16 24

Ｄ地区 H18～19 H19～23 － H24.5.28 H24.6.19 22

Ｅ地区 H18～19 H19～24 － H25.7.22 H25.8.8 17

Ｆ地区 H19 H20～23 － H24.6.25 H24.7.10 15

Ｇ地区 H19～20 H21～24 － H25.5.13 H25.8.6 85

Ｈ地区 H18～20 H21～24 － H25.5.13 H25.6.14 32

Ｉ地区 H15～17 H21～25 － H26.4.14 H26.5.13 29

Ｊ地区 H19～21 H22～25 － H26.4.21 H26.5.15 24

平均期間 2.6年 3.9年 － 39.3日

※地域整備方向検討調査：国営事業の実施の実現性の高い地域において、地区調査に先立ち地域の課題、環境との調和への配慮の検討を行い、整備構想の概略を検討し、農業基盤の整備方向を検討する調査

※地区調査：事業実施の必要性、技術的可能性及び経済的妥当性について検討を行い、土地改良事業計画の案を作成するための調査

※全体実施設計：事業着手後の総事業費の著しい変動を防止するために行う、土地改良事業計画における工事計画に係る詳細な設計（主にダム等の高度の技術を要する工事を行う地区で実施）

調査から同意徴集までの所要期間

（平成22年度以降に着工した国営農地再編整備事業）

地区名 地域整備方向検討調査 地区調査 全体実施設計
同意徴集手続き



農地整備事業実施地区の同意率

同意率 地区数

１００％ ４４地区（５９％）

９５～１００％ ２５地区（３３％）

９０～９５％ ６地区（８％）

平均：９８％ 合計：７５地区

○ 平成23年度に着手した農地整備事業（75地区）の実績

同意率 地区数

１００％ ７５地区（７０％）

９５～１００％ ２７地区（２５％）

９０～９５％ ５地区（５％）

平均：９９％ 合計：１０７地区

○ 平成24年度に着手した農地整備事業（107地区）の実績

※ 農村振興局調べ

資料４



同意率 地区数

１００％ ４４地区（６５％）

９５～１００％ ２１地区（３１％）

９０～９５％ ２地区（３％）

９０％未満 １地区（１％）

平均：９９％ 合計：６８地区

○ 平成25年度に着手した農地整備事業（68地区）の実績

同意率 地区数

１００％ ３９地区（６５％）

９５～１００％ １４地区（２３％）

９０～９５％ ６地区（１０％）

９０％未満 １地区（２％）

平均：９８％ 合計：６０地区

○ 平成26年度に着手した農地整備事業（60地区）の実績



事業実施に向けた関係権利者との調整
（国営農地再編整備事業Ｂ地区の例）

③ 整備構想を策定

・土地利用計画（大区画化、汎用化、高
度化等）

・営農計画（高収益作物の導入等）
・区画整理の概略設計
・概算事業費の算定等

① 地区課題を把握

国営事業は、広域な農業地域が対象
・農業者、市町村等から、現状の課題や

意向を把握
・地域の気象、農業構造等の把握
・土地利用、農地整備状況等の把握

② 事業範囲を概定

・将来の地域農業のあり方、農地の流動
化、経営改善方策等の検討等

資料５

地元説明会

［工区数６工区 対象人数約１，４００人］

回数４７回 参加人数約１，０００人

１工区当たり平均7.8回開催

（出席率約７１％）

地域整備方向検討調査（２年間）

地区調査（２年間）

地区代表者による会議

回数２０回 参加人数約２００人

地区代表者による会議

回数１２回 参加人数約１８０人

地域代表に対する説明会

回数１２回 参加人数約２４０人

○ 事業計画書(案)を作成

土地利用再編計画、営農計画等を策定
・土地利用計画
・営農計画
・工事計画（区画整理等）
・換地計画の概要
等

地区代表者による会議
回数１６回 参加人数約３２０人

地元説明会
［工区数６工区 対象人数約１，４００人］

回数４７回 参加人数約１，２００人
（出席率約８６％）

（調査段階の同意 ９９．５％）

土地改良法に基づく同意徴集手続き（約２ヶ月）

同意徴集に関する地区代表者会議 回数２９回 参加人数約２９０人
同意徴集に関する地元説明会 回数４８回 参加人数約１，２００人

［工区数 ６工区 対象人数 １，２４２人］ （出席率約９７％）

（土地改良法に基づく同意率 ９９．０％）

地 元


